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この文書は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第９条第２項の
規定に基づく「防災に関してとった措置の概況」及び「令和８年度におい
て実施すべき防災に関する計画」について報告を行うものである。
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	 	 はじめに

令和８年版防災白書では、特集を「国難級の地震・津波」とし、地震・津波のメカニズムを整理
し、過去災害からの教訓を再確認するとともに、大規模災害に関する最新の被害想定を踏まえ、国・
地方公共団体・企業・国民が備えるべき観点を総合的に記載しています。

また、第1部においては、「自助・共助による事前防災と多様な主体の連携による防災活動の推
進」、「防災体制・災害発生時の対応及びその備え」、「発生が危惧される災害種別ごとの対策」、「国際
防災協力」、「国土強靱化の推進のための取組」、「原子力災害に係る施策の取組状況」、「令和７年度に
発生した主な災害」に関し、令和７年度に重点的に実施した施策の取組状況について取り上げていま
す。

令和７年１月以降の主な法律・指針等の新設・改正事項（掲載順） 頁
・「地区防災計画ガイドブック」の公表 p.69
・「特定非営利活動法人等被災者支援活動費補助金」の開始 p.72
・「被災者援護協力団体登録制度」の創設 p.72
・「市町村のための人的応援の受入れに関する受援計画作成の手引き」の改訂 p.74
・「第６次男女共同参画基本計画」の決定 p.81
・「災害対策基本法」等の改正 p.83
・「防災基本計画」の修正 p.84
・「指定緊急避難場所の指定に関する手引き」の改定 p.86
・「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」の更新 p.87
・「災害対応車両登録制度」の運用開始 p.93
・「災害対応基本共有情報（EEI）細目」の作成 p.96
・「船舶活用医療」の運用開始 p.98
・「事前防災対策総合推進費」の創設 p.100
・「防災立国の推進に向けた基本方針」の決定 p.101
・「首都直下地震緊急対策推進基本計画」の変更 p.103
・「大規模な帰宅困難者等の発生への対策に関するガイドライン」の改定 p.104
・「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」の変更 p.104
・「南海トラフ地震臨時情報防災対応ガイドライン」の改定 p.104
・「首都圏大規模水害広域避難計画モデル」の作成 p.106
・「首都圏における広域降灰対策ガイドライン」の取りまとめ p.107
・「第１次国土強靱化実施中期計画」の決定 p.112
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